
重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項１　組織・人員の最適化

① 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

年度

2022年度

2023年度

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 行政組織の見直し 行政マネジメント課

事業概要 目指す姿（目標）

　社会情勢の変化や市民ニーズにバックキャスト思考で的確に対応できる組織体制を構築するとともに、定年引
上げに伴う中長期的な定員管理適正化を踏まえ効率的で効果的な組織体制とするため、適時・適切な行政組織改
編を実施する。

　行政需要に適時・適切に対応できるムダ、ムリ、ムラのない
生産性の高い組織体制の構築

広報こおりやま５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・郡山市の行政組織

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・行政需要に適時・適切に対応でき
るムダ、ムリ、ムラのない生産性の
高い組織体制の構築定年引上げ等を踏まえた行政

組織の調査・検討

行政組織改編

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●令和４年11月１日付組織改編（主な内容）
　▽部の名称変更　建設部、都市構想部　　　　　　　　▽課の新設　政策統計課、マイナンバー推進課
　▽課の再編　こども家庭未来課、こども家庭支援課　　▽課の廃止　原子力災害総合対策課
●令和５年４月１日付組織改編（主な内容）
　▽係の新設　Z世代活躍係、中央保健センター　他３センター、駐車場マネジメント係
　▽出先の再編　下水道保全課　下水道管理センター、湖南浄化センター
　　　　　　　　　⇒施設マネジメント係、設備維持係、施設改良係

●令和６年４月１日付組織改編（基本理念）
◇国の体制を見据えた組織の実現及びSDGs未来都市計画､郡山市まちづくり基本
指針の着実な推進と「『新時代100年創造都市実現型』課題解決先進都市の創
生」の実現
◇2025・2030・2040・2050年からのﾊﾞｯｸｷｬｽﾄ思考で､戦略的な施策推進を可能と
する組織体制の構築
◇「部局間連携・部局間協奏」による縦割り打破､高いｺｽﾄﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ及びﾀｲﾑﾊﾟ
ﾌｫｰﾏﾝｽの実現を図り、市民ｻｰﾋﾞｽやｳｪﾙﾋﾞｰｲﾝｸﾞの向上を可能とする組織体制の構

●令和６年４月１日付組織改編（主な内容）
　▽課の新設　資源循環課、歴史情報博物館準備室
　▽課の改称　マイナンバー活用課、５Ｒ推進課、こども総務企画課、子育て給付課、こども家庭課、観光政策課
　▽室の設置　気候変動対策推進室、雇用政策室
　▽係の設置　サーキュラー推進係、ごみ減量推進係、福祉協奏係、給食システム係
　▽係の改称　ごみ減量推進係、５Ｒ推進係、福祉協奏係、感染症・予防接種係、放課後児童サポート係、教育施設係

●令和７年４月１日付組織改編（基本理念）
◇「SDGs未来都市計画」、「郡山市まちづくり基本指針」の着実な推進と、「『新時代
100年創造都市実現型』課題発見・解決先進都市の創生」の実現
◇2030年・2040年・2050年からのバックキャスト思考で時代の変化に即応できる組織体制
の構築
◇「部局間連携・部局間協奏」による縦割りを打破し、「ウェルビーイングなまち郡山」
の実現及び市民サービスの向上を可能とする組織体制の構築

組織改編の検討、実施

61歳まで定年引上げ

17.14

SDGｓ

定年

退職

職員

なし
62歳まで定年引上げ

定年

退職

職員

なし



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項１　組織・人員の最適化

② 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

適
正
配
置

人
材
確
保

定員管理適正化

職員採用ＰＲの強化

定年引上げの導入

弾力的な最適配置

・効率的・効果的な行政運営が図れ
るよう、職種単位での年齢構成の歪
みを是正した職員採用を行う。

・民間雇用市場の活性化や新型コロ
ナウイルス感染症の影響等により落
ち込んだ受験者数を、ＰＲ強化等に
より従前以上に戻す。

・定年引上げによる高齢期職員の活
用や知識、技術、経験を継承できる
体制を構築する。

・限られた人員で効率的な業務が行
えるよう業務改善を不断で行う。

・職員一人一人の個性を活かす仕組
みづくりと、課題解決に適した弾力
的な最適配置を行う。

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 適正な定員管理の推進 人事課

事業概要 目指す姿（目標）

　少子高齢化が進み、生産年齢人口が減少し、働き手不足が予見される中、気候変動や複雑高度化する行政課題
への的確な対応と安定的な行政サービスを提供できる体制の確保のため「適正な定員管理を推進」する必要があ
る。
　限られた職員の一人一人の個性を活かし「職員総活躍」で持続可能な行政サービスを提供するため、以下の取
組により効率的・効果的な行政運営を行う。
　ⅰ人材確保：求める人財像を明確にし多様な特性をもった人材の採用、定年引上げによる知識、技術、経験
　　　　　　　のある高齢期の職員の活用、女性活躍の推進、能力ある職員の登用（昇格）など
　ⅱ適正配置：限られた人員で最大のパフォーマンスを発揮し組織力が高まるよう、弾力的な最適配置

　人材確保について、中長期的な視点で将来の人口減少に伴う
行政サービスの量や質を予見し、定年引上げによる高齢期職員
の活用や、年齢・職位バランスの最適化を図りながら、人材確
保、業務改善、適正配置に取り組むことで、職員一人一人の個
性を活かし「職員総活躍」で複雑高度化する行政課題への的確
な対応と、安定的な行政サービスを提供していく。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

定員管理適正化計画の策定

61歳まで定年引き上げ定年引上げ関係条例の制定

職員一人一人の個性やキャリアビジョンを考慮しつつ、組織の命題に即した弾力的な最適配置で課題解決

62歳まで定年引き上げ

情報発信力強化（ＰＲ動画やＳＮＳ、就職サイト等を活用した能動的な情報発信）

市・職員の魅力発信で選ばれる都市へ（魅力あるリクルーターの育成、ＯＢ・ＯＧによる魅力発信）

採用活動のＰＤＣＡで年齢・職位バランスの最適化

定年

退職

職員

なし

技能労務職員の退職者不補充

複線型人事制度（ゼネラリスト・エキスパート・スペシャリスト）の検討及び導入

女性活躍の推進、能力ある職員の登用（昇格）

17.14

SDGｓ

定年

退職

職員

なし



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項１　組織・人員の最適化

② 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 適正な定員管理の推進 人事課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●技能労務職の退職不補充
　2022年度退職者(正規職員)8人
●女性管理職の割合（2022.4.1時点)
　部長職(相当職含)4.76％ 部次長職(相当職含)10.71％　課長職(相当職含)15.79％
●一般行政職の受験者数及び最終倍率（前年度）
　受験者数：436名（298名）、最終倍率：14.5倍（9.6倍）
●組織改編　政策統計課を新設、マイナンバー推進課を新設、こども家庭支援課の再編・
  強化（こども家庭未来課、こども家庭支援課）など
●2022.4.1時点職員数　合計3,455人
　正規職員1,953人、4条任期付9人、一般任期付7人、育児休業代替任期付 19人、
  任期付短時間1人、再任用83人(短時間含)、会計年度任用職員1,383人(フル・パート)

●令和５年度は61歳まで定年が引き上げとなるため、高齢期職
員、特に60歳に達する（達した）職員の60歳以降の働き方につ
いて、知識、技術、経験を継承できる体制を構築する。

●技能労務職の退職不補充
　定年延長により2023年度退職者(正規職員)はなし
●女性管理職の割合（2023.4.1時点)
　部長職(相当職含)9.09％ 部次長職(相当職含)19.35％　課長職(相当職含)13.79％
●一般行政職の受験者数及び最終倍率（前年度）
　受験者数：343名（436名）、最終倍率：13.2倍（14.5倍）
●組織改編　健康づくり課の再編(中央、南、北、西保健センターの設置)
●2023.4.1時点職員数　合計3,480人
　正規職員1,933人、4条任期付7人、一般任期付13人、育児休業代替任期付21人、
  任期付短時間1人、再任用96人(短時間含)、会計年度任用職員1,409人(フル・パート)

●令和７年度は62歳まで定年が引き上げとなるため、引き続き
高齢期職員、特に60歳に達する（達した）職員の60歳以降の働
き方について、知識、技術、経験を継承できる体制を構築す
る。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項１　組織・人員の最適化

③ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

公募委員比率・女性委員登用率の向上　＜行政マネジメント課、男女共同参画課＞

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 附属機関等の設置及び運営の適正化 行政マネジメント課、男女共同参画課

事業概要 目指す姿（目標）

　市民の市政への理解と信頼を深め、政策形成過程の段階から市民の市政への参画を促進し、開かれた市政を一
層推進するため、「郡山市附属機関の設置及び運営に関する指針」（平成14年８月１日制定）に基づき、適宜見
直しを行いながら附属機関等の運営の効率化及び活性化を図る。

　附属機関等の会議の公開、委員の公募等を行うことにより、
組織の活性化を図り、市民の意向をより広く反映できる行政運
営を行う。また、女性委員登用率の向上を図ることにより、市
の政策方針決定過程における男女共同参画を実現する。

・市政情報センター５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

・附属機関及び懇談会について　　・附属機関等一覧
・附属機関等の委員の募集

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

取組内容
行動計画

公募委員比率10%以上・女性委
員登用率40%以上に向けた取組

・公募委員比率　10％以上
・女性委員登用率　40％以上

（2021年度末時点の現況値）
・公募委員比率　5.7％
・女性委員登用率　28.7％

総括　＜行政マネジメント課＞

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・指針に基づき、適切な設置及び運
営を目指す

附属機関の適切な運営及び統
廃合等による見直し

附属機関等ポータルサイトの
運営

附属機関等の適切な設置、運営、委員登用等についての指導、庁内周知

附属機関等ポータルサイトによる情報発信

5.5/17.14/17.17

SDGｓ

委員選任時の働きかけ、協議、達成状況の庁内公表、女性の活躍推進ポータルサイトによる情報発信

女性委員

登用率調査

調査結果

公表

女性委員

登用率調査

調査結果

公表

女性委員

登用率調査

調査結果

公表
女性委員

登用率調査

調査結果

公表



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項１　組織・人員の最適化

③ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 附属機関等の設置及び運営の適正化 行政マネジメント課、男女共同参画課

5.5/17.14/17.17

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

▼2022年度の公募委員の比率は5.1％（前年比0.6ポイント減少）
▼附属機関等７機関で公募を実施
▼附属機関等新規設置６機関
▼年度切り替えによる解嘱委嘱に関する通知（2023年３月１日）により附属機関等の適切な運営を呼びかけ
た。
▼委員選任時等に公募及び女性委員登用率の目的達成の働きかけを行った。
▼市ウェブサイト内の附属機関等のポータルサイトにおいて、各課が運営する附属機関等の情報を随時集約
し、公開した。
▼女性委員登用率40%以上に向けた取組→30.7％
　所管課へ委員選任時の働きかけや協議、女性委員登用率の庁内会議での報告・ウェブサイト（グラフ郡山
「データブック」）による公表を実施

▼年度切替時等、附属機関等の適切な運用を行うよう注意喚起を行う。
▼女性委員登用率が着実に増加していることから、さらなる女性委員登
用率の向上のため、引き続き、働きかけや協議を実施していく。

▼2023年度の公募委員の比率は7.4％（前年比2.3ポイント増加）
▼附属機関等９機関で公募を実施
▼附属機関等新規設置11機関
▼年度切り替えによる解嘱委嘱に関する通知（2024年３月15日）により附属機関等の適切な運営を呼びかけ
た。
▼女性委員登用率40%以上に向けた取組→32.2％
　所管課へ委員選任時の働きかけや協議、女性委員登用率の庁内会議での報告・ウェブサイト（グラフ郡山
「データブック」）による公表を実施

▼年度切替時等、附属機関等の適切な運用を行うよう注意喚起を行う。
▼女性委員登用率が着実に増加していることから、さらなる女性委員登
用率の向上のため、引き続き、働きかけや協議を実施していく。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項２　事務事業の見直し

① 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

　評価実施事業数に占める「改善」
が必要な事業の割合　15.3％

（2021年度末時点の現況値）
　評価実施事業数に占める「改善」
が必要な事業の割合　19.6％評価結果の公表

事務事業評価の実施

事業概要 目指す姿（目標）

　行政運営の効率化及び行政活動の成果向上のために、まちづくり基本指針実施計画に位置付けられている事務
事業の行政評価を実施し、実施計画のPDCAサイクルのC（Check：評価）とA（Action：改善）を担う。事業の有
効性・効率性を各種指標や決算額、人件費等により客観的に分析して評価を行い、さらにスクラップアンドビル
ドの視点を持って事務事業の改善策を検討し、次期実施計画及び予算編成に反映させる。

　行政評価制度を効果的に活用し、事業の重点化と市民の立場
に立った成果の向上を図る。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・行政評価

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 行政評価制度の効果的な活用 行政マネジメント課

市ウェブサイトへの公表

17.14

SDGｓ

評価、改善策（カイゼン行動計画）



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項２　事務事業の見直し

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 行政評価制度の効果的な活用 行政マネジメント課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

▼評価実施事業数227事業
「継続」177　「経常事業」２　「統合」２　「完了」３　「廃止」１　「拡充」６　「改善」36
▼「改善」の評価となった事業は「カイゼンのための行動計画」を作成した
・新型コロナの影響による活動状況や代替事業の取組、今後の課題等を勘案し、活動内容や事業手法の見直し又は計画の
見直しを要する事業等について「改善」の評価を行った。
・ニューノーマルに即した実施手法の検討や部局間の連携の推進、事業運営の効率化など、カイゼンの視点を記述した。
▼評価実施事業数に占める「改善」が必要な事業の割合　15.9％

▼評価実施事業数が年々減少していること及び事業実施課にお
いても、見直しを行いながら、事業を実施していることもあ
り、改善、完了、廃止の件数も相対的に減少傾向にある。
▼改善が必要な事業の割合を減少させていくことで、行政運営
の適正化及び効率化を推進していく。
▼改善となった事業については、「カイゼンのため行動計画」
の作成を求めることにより、改善策の内容及びその実施につい
て、確認をしていく。

▼評価実施事業数221事業
「継続」178　「経常事業」９　「統合」５　「完了」８　「廃止」１　「拡充」３　「改善」16　「休止」１
▼「改善」の評価となった事業は「カイゼンのための行動計画」を作成した
・活動が十分であるにもかかわらず、期待どおりの成果が出現していないもの、または、活動が不十分であるため、活動
内容や事業手法の見直し又は計画の見直しを要する事業等について「改善」の評価を行った。
・部局間における類似事業の整理やＤＸの推進による事業運営の効率化など、カイゼンの視点を記述した。
▼評価実施事業数に占める「改善」が必要な事業の割合　7.2％

▼毎年度経常事業、統合、完了、廃止の評価を実施しているこ
とで評価実施事業数が年々減少し、かつ評価による事業の改善
が図られていることから、改善の件数も相対的に減少傾向にあ
る。
▼事業を社会情勢に合った形に積極的に統廃合していくこと
で、行政運営及び行政評価の適正化及び効率化を推進してい
く。
▼改善となった事業については、「カイゼンのため行動計画」
の作成を求めることにより、改善策の内容及びその実施につい
て、確認をしていく。

進
捗
状
況



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項２　事務事業の見直し

② 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 業務量の可視化とBPRの推進 行政マネジメント課

事業概要 目指す姿（目標）

　業務量調査による業務の可視化を通して、業務プロセスの再構築（BPR）を推進し、業務量削減による働き方改
革の実現と各課固有業務割合の増大を図る。
　業務量調査結果の財務諸表分析への活用や研修の実施によるBPRへの意識改革、自治体間比較を活用した業務フ
ロー見直し、AI、RPA等のICT技術の利活用への支援など、最適なBPR手法の検討及び支援を実施する。

　全体の業務量削減とともに、業務量全体に占める全庁共通業
務の割合を削減し、施策の充実化を図る各課固有業務の割合を
増大させる。
　各所属において、自主的なBPR、RPAのシナリオ作成等による
業務効率化を継続的に実施する。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

・業務カイゼンへの取組み
・業務量調査結果について

・全業務量/通常の就労時間　1.05以下
・業務量全体に占める全庁共通業務の割
合　10％未満

（2021年度末時点の現況値）
・全業務量/通常の就労時間　1.05
・業務量全体に占める全庁共通業務の割
合　9.85％

所属長対象BPR研修の実施

業務量調査

BPR手法の検討、支援

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

実績 計画の見直し

●「全業務量／通常の就労時間」は1.05を維持したが、新型コロナ関連の対応等の影響もあり、
全体の業務量は6,244,365時間に増加した。
●郡山市STANDARDの改訂・周知や業務見直し等により、全庁共通業務の割合は9.65％と10％未満
を維持し、各課固有業務の割合が85.36％となった。
●DX戦略課と連携し、RPAの導入可能性調査及びシナリオ作成支援を行った。
（新たに15件の事務を自動化、累計利用事務数79件）

●業務量調査の実施
●RPA活用の周知及びシナリオ作成支援
●主に係長相当職を対象としたBPR研修の実施

●「全業務量／通常の就労時間」は1.04に減少したが、学校司書や放課後児童クラブ支援員と
いった会計年度任用職員の増加等の影響により、全体の業務量は6,277,603時間に増加した。
●郡山市STANDARDの改訂・周知や業務見直し等により、全庁共通業務の割合は9.11％と、10％未
満を維持し、各課固有業務の割合が85.97％となった。
●DX戦略課と連携し、RPAを含めICTを活用し、BPR推進を行った。
（新たに5件の事務のBPR推進、累計事務BPR数89件）

●業務量調査の実施
●RPAを含めたICT活用支援によるBPR推進

分析・公表

AI、RPA対象業務の検証・導入

調査 分析・公表 調査 分析・公表 調査 分析・公表 調査

BPR研修 BPR研修

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項２　事務事業の見直し

③ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

・カイゼン件数　35件/年間
・カイゼン運動による縮減される事
務時間　10,000時間/年間

（2021年度末時点の現況値）
・カイゼン件数　21件/年間
・カイゼン運動により削減された事
務時間　1,578時間/年間

カイゼン運動の活発化のため
の仕掛け

市ウェブ
ページ ・「こおりやま☆カイゼン運動」への取組み

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

RPAを活用したカイゼン事例の
推進

カイゼン事例の横展開

取組内容
行動計画

郡山市財団等やこおりやま広
域連携中枢都市圏への展開

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度）

「こおりやま☆カイゼン運
動」の実施

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 カイゼン運動の推進 行政マネジメント課

事業概要 目指す姿（目標）

　業務における問題解決能力の向上を図るため、全庁的なカイゼン運動を実施している。
　カイゼン事例は庁内の掲示板で公開、共有化し、これらの事例を参考に別の所属でも実施することを奨励し、
業務の効率化と市民サービスの質向上を図る。

　職員が自ら取組むカイゼン活動の継続的な推進により、自ら
考え変える前向きな職員が育成され、組織の活力が高まる。
　郡山市財団等やこおりやま広域連携中枢都市圏にもこおりや
ま☆カイゼン運動が普及する。

５レス 情報公開

その他

カイゼンを実施

発表会開催・全国大会出場

郡山市財団等やこおりやま広域連携中枢都市圏との情報共有

RPA活用シーズ調査、シナリオ化検討及び作成支援

カイゼン事例のデータベース化・カイゼン通信等でカイゼン事例紹介

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項２　事務事業の見直し

③ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 カイゼン運動の推進 行政マネジメント課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

▼カイゼン件数→32件/年間
▼カイゼン運動により削減された事務時間→2,208時間/年間
▼カイゼン運動により節減された経費→8,832千円/年間
▼カイゼン通信の発行→4回
▼「カイゼン事例発表会」→YouTube で配信
▼「第15回全国改善改革実践事例発表会」参加（3月24日 東京都中野区）→参加チーム：おくや
みチーム（市民課）
▼庁内における単純な繰り返し業務や定型業務を調査し、シナリオ作成支援を行った。

▼カイゼン運動の広域圏域への横展開手法を検討する。

▼カイゼン件数→66件/年間
▼カイゼン運動により削減された事務時間→3,100時間/年間
▼カイゼン運動により節減された経費→29,733千円/年間
▼カイゼン通信の発行→7回
▼「カイゼン事例発表会」→YouTube で配信
▼「第16回全国改善改革実践事例発表会」参加（2月9日 兵庫県豊岡市）→参加チーム：カイゼ
ンらじお放送局（こども政策課）
▼庁内における単純な繰り返し業務や定型業務を調査し、シナリオ作成支援を行った。

▼カイゼン運動の広域圏域への横展開手法を検討する（カイゼ
ン通信を毎月発行に変更）。

進
捗
状
況



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

① 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇

事業概要 目指す姿（目標）

　行政手続の100％オンライン化、デジタル化の実現に向けＤＸを推進し、「デジタルファースト」、「ワンスオ
ンリー」、「コネクテッド・ワンストップ」の考え方等を基に、ＩＣＴを活用した市民の利便性向上を図る。
　マイナンバーカードを活用した新サービス・多目的利用等の拡大、インターネットによる行政サービスの提供
及び窓口における手数料等のキャッシュレス決済による接触機会の軽減を図る。
  また、これらの取り組みを活性化させるため、デジタルデバイド解消に資する取り組みを実施する。

　マイナンバーカードを活用したサービスの実現により、利便
性の向上が実感できる社会を目指す。
　インターネット上の行政サービスの活用により、市民の利便
性の向上と、行政業務の効率化を図る。

公共施設案内予約システムの
運用

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 デジタルファースト推進事業 ＤＸ戦略課、生涯学習課、中央公民館、健康長寿課

取組内容
行動計画

かんたん電子申請の運用、行
政手続きオンライン化の運用

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・マイナポータル・子育てワンストップサービスについて　など

デジタルファースト推進事業　＜ＤＸ戦略課＞

・キャッシュレス決済比率
（金額ベース）　40％
・オンラインによる行政手続き数
　70,000件

（2021年度末時点の現況値）
・キャッシュレス決済比率
　（金額ベース）　12.4％
・オンラインによる行政手続き数
　29,381件

窓口におけるキャッシュレス
決済の拡充

デジタルデバイド解消の取り
組み

8.4/9.1/9.4

SDGｓ

現行システムの運用

現行システムの運用（スマート申請システム、かんたん申請・申込システム）

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（先行する手続き）の運用・レビュー

新システムの検討

オンライン決済機能の実装

オンライン化対応手続きの拡充

マイナンバー系の手続き実装
現行システムの運用

（スマート申請システムへの一本化）

導入施設の拡大検討 指定管理者制度導入施設への導入

導入施設の拡大検討 指定管理者制度導入施設への導入

関係課との協奏による取り組み 関係課との協奏による取り組み 関係課との協奏による取り組み 関係課との協奏による取り組み



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 デジタルファースト推進事業 ＤＸ戦略課、生涯学習課、中央公民館、健康長寿課

8.4/9.1/9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

●指定管理者制度導入施設等への「窓口キャッシュレス決済」を６施
設に導入予定である。併せて、今後は施設窓口にキャッシュレス決済
が可能であることを知らせる表示をするなど、施設利用者に対する周
知に努め、更なる利用拡大に努める。
●申請件数が多い手続きから優先的にオンライン化を進め、３月末ま
でに699手続き以上のオンライン化達成を目指す。

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●キャッシュレス決済の拡充　　　　（キャッシュレス決済比率　15.9％）
●行政手続きのオンライン化の推進　（オンラインによる行政手続き数　47,657件）
●スマートフォン利活用講習会の実施（民間事業者と協働で実施する講習会回数　53回）

●指定管理者制度導入施設への「窓口キャッシュレス決済」を
2023年度に導入する。
●各課における手続き等のオンライン化を推進したため、オン
ラインによる電子申請件数が増大した。引き続き各課への支援
を実施する。

●指定管理者制度導入施設への「窓口キャッシュレス決済」導入　15施設（合計52施設）
●キャッシュレス決済の拡充　　　　（キャッシュレス決済比率　16.5％）
●行政手続きのオンライン化の推進　（オンラインによる行政手続き数　50,752件）
●スマートフォン利活用講習会の実施（民間事業者と協働で実施する講習会回数　54回）



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 デジタルファースト推進事業 ＤＸ戦略課、生涯学習課、中央公民館、健康長寿課

8.4/9.1/9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

事業概要 目指す姿（目標）

進
捗
状
況

スマートフォン体験講座　＜生涯学習課＞

　地域住民に対し、ＤＸの恩恵を享受できるよう初心者向けスマートフォン講座を開催する。
　主に高齢者を対象とすることで、デジタルデバイドの解消を図っていく。
　・講座内容：初心者を対象としたスマートフォンの基本操作など
　・実施場所：地区地域公民館　40館

　スマートフォンの基本的な操作方法の習得から始まり、アプ
リケーションを利用して情報収集・電子申請等を操作できるよ
うにする。

実績 計画の見直し

●初心者向けスマートフォン体験講座　→　11地区公民館・6地域公民館で実施し、177名が受講
した。

●スマートフォンの基本的な操作方法の習得等を目的として実
施した。参加者は高齢者が多く、デジタルディバイド対策とし
て有効と考えられるため、2023年度についても地区公民館を中
心に引続き実施していく。

・初心者向けスマートフォン体験講
座
（地区地域公民館　40館×年１～２
回）

初心者向けスマートフォン体
験講座

●初心者向けスマートフォン体験講座　→　10地区公民館で延べ29回開催し、207名が受講した。

●スマートフォンの基本的な操作方法の習得等を目的として実
施した。参加者は高齢者が多く、デジタルディバイド対策とし
て有効と考えられる。2024年度については、地区・地域公民館
を対象して引続き実施していく。

講座の実施



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 デジタルファースト推進事業 ＤＸ戦略課、生涯学習課、中央公民館、健康長寿課

8.4/9.1/9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

ＩＣＴ推進講座
（スマートフォン講座）

●初心者向けタブレット体験講座の実施
　タブレット講座（中央公民館、地区地域公民館４館×年１回）　応募45名（定員各15名）　延べ受講者数
42名
●ＩＣＴ推進講座の実施
　スマホ活用講座①全４回　 応募19名（定員15名）　延べ受講者数51名
　スマホと暮らす②全３回　 応募15名（定員15名）　延べ受講者数41名
　スマホ活用講座③全４回　 応募19名（定員15名）　延べ受講者数54名

●初心者向けタブレット体験講座については、スマートフォン講座の
開催が各地域で増えたことから定員を大幅に下回り、開催を希望する
各地区地域公民館が少ないため廃止。
●２２年度、iPhoneの機能やアプリ等をテーマにＩＣＴ推進講座を開
催し、多くの受講生が参加したことからニーズの高さが窺えた。引き
続き、ＩＣＴをテーマにした講座を開催していく。

進
捗
状
況

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度）

実績 計画の見直し

●初心者向けタブレット体験講座の実施
　タブレット講座（中央公民館、地区地域公民館５館×年１回）　応募２５名　延べ受講者数２５名
●ＩＣＴ推進講座の実施
　ICT推進講座①全３回　 応募　６名　延べ受講者数１４名
　ICT推進講座②全４回　 応募２０名　延べ受講者数７１名

●初心者向けタブレット体験講座についてはスマートフォン講座の開
催が各地域で増えたことから定員を大幅に下回ったため、より一層周
知を図る。
●２２年度、iPhoneの機能やアプリ等をテーマにＩＣＴ推進講座を開
催し、多くの受講生が参加したことからニーズの高さが窺えた。引き
続き、ＩＣＴをテーマにした講座を開催していく。

・ＩＣＴ推進講座（全４回）×３回

（2021年度末時点での現況値）
・初心者向けタブレット体験講座
（中央公民館、地区地域公民館５館×年
１回）
・ＩＣＴ推進講座（全３回×１、全４回
×１）

ICT活用啓発事業　＜中央公民館＞

事業概要 目指す姿（目標）

　地域住民等が、インターネットを利用することによって得られる便利さ、楽しさを気軽に学び、ネット環境に
親しむためのきっかけづくりを目的に開催するとともに、幅広くデジタルデバイスに触れていただく機会を作
り、デジタル化の普及促進を図る。

取組内容
行動計画

　タブレットやスマートフォン等のモバイル端末の基本的な操
作方法の習得、写真や動画の撮影、各種アプリケーションの使
い方を身に着けるとともに、コンピューターシステム、ネット
ワーク、情報セキュリティ等の専門的な内容について理解を深
める。

2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

初心者向けタブレット体験講
座

（予算計上なし） （予算計上予定なし）

講座の実施

講座の実施



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 デジタルファースト推進事業 ＤＸ戦略課、生涯学習課、中央公民館、健康長寿課

8.4/9.1/9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

●初心者向けスマートフォン体験講習会の実施
【実施回数】2021年度10月から事業開始したため2021年度の開催回数は６回（10月から3月）で
あった。申込みが殺到する月もあったことから、2022年度は24回（毎月2クラス×2回（午前・午
後）開催した。
【受講者数】2021年度は101名であり、2022年度は402名となっている。
●初心者向けタブレット体験講座
【実施回数】2022年度　1回（全3回）開催　※定員15名に対し26名の応募

申込者数は定員を若干上回る月もあるが、定員内に落ち着いて
きているため、開催回数は現状を継続しつつ、デジタルリテラ
シーの向上を図る指標（理解度等）として、受講生へのアン
ケート実施や利活用の浸透度合いを測るなど見直しを検討す
る。また、広報こおりやまや市ウェブサイト、高齢者向けの出
前講座等において更なる周知を図る。

●初心者向けスマートフォン体験講習会の実施
【実施回数】24回（毎月2クラス×2回（午前・午後）開催
【受講者数】252人
●初心者向けタブレット体験講座
【実施回数】1回（全3回）開催　※定員15名に対し15名の応募

スマートフォン体験講習会の申込者数が定員を下回る月が多く
なってきたため、２クラス（初級クラスのみ）のうち１クラス
をよりレベルアップした内容の中級クラスに変更し、対象者も
「郡山市在住」から「こおりやま広域圏在住」に拡充。デジタ
ルリテラシーの向上を図る指標（理解度等）として受講者への
アンケートを実施し、受講内容の浸透度合いを測りながら、内
容の見直し等検討する。また、広報こおりやまや市ウェブサイ
ト、高齢者向けの出前講座等において周知の継続を図る。

進
捗
状
況

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

スマートシニア応援事業　＜健康長寿課＞

事業概要 目指す姿（目標）

　デジタル機器を活用することで、高齢期の生活における課題解決を図り、賢く、充実した高齢期の生活を送れ
るよう支援する。
　・初心者向けスマートフォン体験講座　・中級者向けスマートフォン体験講座　・初心者向けタブレット体験
講座

　高齢者がスマートフォン、タブレットで電話・メールやカメ
ラの操作方法の習得から始まり、アプリケーションを利用して
情報収集・電子申請や電子マネー等を活用できるようにする。

・初心者向けスマートフォン体験講
座（全４回）　×24回
・初心者向けタブレット体験講座
（全３回）　×１回

（2021年度末時点の現況値）
・初心者向けスマートフォン体験講
座（全５回）　×６回

初心者向けタブレット体験講
座

初心者向けスマートフォン体
験講座

講座の実施

講座の実施



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

② 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇

統計研修の実施（他団体提供
講座含む）

オープンガバメント推進協議
会における活動

・オープンデータ公開項目数　260件
・オープンデータ利活用件数 14,000件

（2021年度末時点の現況値）
・オープンデータ公開項目数　177件
・オープンデータ利活用件数 12,179件

オープンデータサイトでの公
開

異なる分野でのデータ連携
（デジタル田園都市国家構
想）

市政見える化データの公表

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

事業概要 目指す姿（目標）

　市が保有するデータを市民や企業等が容易に二次利用できる形式で整備し、オープンデータとして公開し、市
民サービスの向上やまちづくりの促進や経済の活性化を図るとともに、地域の企業、地域コミュニティや大学・
教育機関と連携して、本市のオープンデータを活用したアプリケーションソフトの開発を支援することで、新
サービスの創出と地域の活性化を推進する。
　オープンガバメント推進協議会に参加し、先進自治体と連携を図りながらアプリケーションの開発、運用等を
行う。

　地域の企業、地域コミュニティや大学・教育機関などが、本
市のオープンデータを活用したアプリケーションソフトの開発
を行い、新サービスの創出や地域の活性化、地域の課題解決を
図る。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・郡山市オープンデータサイト

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 データ利活用推進事業
ＤＸ戦略課
政策統計課

データ連携の検討

公開データの追加・拡大・連携の検討、実施

9.1/9.4

SDGｓ

各種事業への支援

職員向け統計研修の実施

公開データの更新・拡大



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

② 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 データ利活用推進事業
ＤＸ戦略課
政策統計課

9.1/9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●オープンデータサイトでの公開（オープンデータの公開項目数　180件）
●オープンデータの利活用の推進（統計情報データのアクセス数　5,365件）
●オープンガバメント推進協議会における活動
　　　　　　　　　　　　　　　（オープンガバメント推進協議会による事業 　　1件）

●オープンデータサイトで市政見える化データや現住人口、施
設情報を公開し、計画値を下回ったものの、前年度以上の公開
数となった。引き続きオープンデータでの利活用を推進する。
●オープンガバメント推進協議会について、令和5年度上半期を
もって解散の方向性が示されている。今後はデジタル庁が推奨
する「自治体標準オープンデータセット（正式版）」の適用を
図り、公共財である行政データのさらなる利活用の推進を図
る。
●オープンデータの公開は、情報の透明性の向上に寄与するも
のであり、データの整理及び公開には、統計リテラシーの向上
が欠かせないものである。よって、今後は「統計リテラシー推
進事業」に統合し、職員の統計リテラシー向上と共にオープン
データ利活用の推進を図るものとする。

●オープンデータサイトでの公開（オープンデータの公開項目数　285件）
●オープンデータの利活用の推進（オープンデータサイトのアクセス数　4,428件）
●オープンガバメント推進協議会における活動
　　　　　　　　　　　　　　　（オープンガバメント推進協議会による事業 　　0件）
●統計研修の開催（研修の開催　5件　研修受講者数　229人）
●市政見える化データの公表（市政見える化データの公表数　107件）

●オープンデータ利活用推進事業については、2023年度にＤＸ
戦略課から事務移管した。その際、オープンデータの定義を国
が基本指針で示した定義としたこと、さらにはアクセスするサ
イトを限定するなど、アクセス数のカウントを見直したことに
より、実績が減少した。今後は、国の定義に基づいた形式の
データをオープンデータサイトに集約するとともに、サイトの
ＰＲにより引き続きデータの利活用を推進し、アクセス数の増
加を図る。
●データの公開は、情報の透明性の向上に寄与するものであ
り、データの公開に当たっては職員の統計リテラシーの向上が
不可欠であることから、今後は、実施計画名を「データ利活用
推進事業」とし、オープンデータの利活用を推進するととも
に、職員向け統計研修の実施により統計リテラシーの向上を図
る。
●オープンガバメント推進協議会は、2013（平成25）年の協議
会発足から10年が経過し、オープンガバメントの取組みがどの
自治体でも一定程度標準化され、設立所期の目的が概ね達成さ
れたものとして、令和５年９月30日で解散となった。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

③ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇

・RPAによる職員の業務時間削減数
20,000時間
・テレワーク（在宅勤務)延べ実施者数
25,000人（1か年度）

（2021年度末時点の現況値）
・RPAによる職員の業務時間削減数
13,532時間

ローコードツール等を活用し
た業務効率化

AI・RPAの運用・管理

庁内・庁外テレワーク環境の
整備

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

生成AI

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 ICTを活用した働き方改革推進事業 ＤＸ戦略課

事業概要 目指す姿（目標）

　業務効率を向上させるための情報システムの導入やテレワークの実現に向けた環境を整備する。
　AI(人工知能)ロボットやRPA（ロボティック・プロセス・オートメーション：機械学習や人工知能を活用した
事務の自動化）等の新たなICTを活用して、市民サービスの向上や業務カイゼンのための事業の導入を図る。
　こおりやま広域圏自治体間の会議や本市の会議、イベント等でＷｅｂ会議システムを活用し、移動時間の削減
等の効率化を図る。

　AI・RPA等の新たなICTを積極的に活用することで、市民サー
ビスの向上と業務効率化を目指す。
　Web会議システムを活用することにより効率化される会議等
について検討し、利用拡大を図る。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

現行システムの運用

導入の検討・実証

8.5、9.1、9.4

SDGｓ

次期システム検討 構築

各課シナリオの作成支援

新システムの運用

ツール等の活用

行政センター・上下水道局・保健所等のテレワーク環境（無線ＬＡＮ化）の整備

西庁舎・本庁舎ネットワークの高速化
テレワークの実施

生成ＡＩの導入（インターネット系）生成ＡＩの導入検討

生成ＡＩの環境拡大（LGWAN系）



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

③ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 ICTを活用した働き方改革推進事業 ＤＸ戦略課

8.5、9.1、9.4

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

●AI・RPAの運用・管理、各課シナリオの作成支援（AI、RPA等を活用した事業数（累計）　83
件）
●庁内・庁外テレワーク環境の整備（テレワーク実施者延べ数　11,130人）

●従来より推進してきたＲＰＡの他に、ローコードツール等を
活用した業務効率化を推進する。
●テレワークの実施は2023年4月に規程が整備されたところで
あり、より一層の推進を図る。
●Web会議システムの利活用は全庁的に定着してきており、回
数等についての把握は行わない。

●AI・RPAの運用・管理、各課シナリオの作成支援（AI、RPA等を活用した事業数（累計）　89
件、4,825時間削減）
●2月に「生成AI活用ガイドライン」を策定するとともに、一般社団法人デジタル田園都市国家
構想応援団が提供する「公務員業務専用ChatGPT」を導入し、全職員がテキスト生成AIを利用で
きる環境を整えた。
●庁内・庁外テレワーク環境の整備（テレワーク実施者延べ数　5,576人）
●ローコードツール「kintone」で作成したアプリ数　10件、5,100時間削減

●ローコードツール「kintone」をLGWAN接続系から利用できる
環境を整備するとともに、事業者による活用支援を行い、更な
る利用拡大を図る。
●RAG（検索拡張生成）機能を備え、LGWAN接続系から利用でき
るテキスト生成AIサービスを導入し、一層の業務効率化を推進
する。

進
捗
状
況



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

④ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇 〇 〇

年度

2022年度

2023年度

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 行政手続きの利便性向上 行政マネジメント課

事業概要 目指す姿（目標）

　「官民データ活用基本法」、「デジタル手続法」、「地方公共団体におけるオンライン利用促進指針」によ
り、行政手続きのオンライン化が求められており、本市においても市民サービス向上のため、ICTを最大限活用
し、簡素で効率的な申請手続きを検討し、申請者の負担軽減を図る。

　行政手続きの100％デジタル化

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

・【ハンコレス】押印省略の取組　　・簡易電子申請・届出
・窓口サービスカイゼンへの取組

進
捗
状
況

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・行政手続きのオンライン化率
100％

（2021年12月時点の現況値）
・行政手続きのオンライン化率
６％

行政手続きの押印省略

行政手続きのオンライン化

実績 計画の見直し

●押印省略の状況について、郡山市ウェブサイトに公表し、市民への周知を行った。
●押印省略の割合（自署・記名/計）92.19%
●見積書、納品書、完了届、請求書について、2022年8月19日から押印省略及び電子メールでの
提出を可能とした。
●補助金交付等について、オンライン申請受付を開始した。

●押印省略の公表及び周知
●今後は、手続きが随時あるものをオンライン化の対象とし、
申請件数が多い手続きを優先的にオンライン化を促進する。

●押印省略の状況について、郡山市ウェブサイトに公表し、市民への周知を行った。
●押印省略の割合（自署・記名/計）92.46%
●行政マネジメント課・DX戦略課の部局間協奏により、「郡山市オンライン申請サービス」の活
用によるオンライン化を推進した。
●条例等に規定されているアナログ規制の点検・見直しを実施した。

●押印省略の公表及び周知
●今後は、申請件数が多い手続きを優先的にオンライン化を促
進する。

オンライン申請が可能な続きの段階的拡充

財務関係手続きにおける押印省略検討

様式の統一、押印省略、添付書類省略の推進 等

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑤ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇 〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 窓口業務のオンライン化推進事業 市民課

事業概要 目指す姿（目標）

　マイナンバーカード交付円滑化計画による交付枚数の増加を図り、マイナンバーを活用した窓口サービスの向
上と、窓口業務の効率化・カウンターレス化を促進できるデジタル市役所を実現する。

　スマート自治体の実現に向けたDX（デジタルトランスフォー
メーション）の推進を図り、市民サービスの向上と事務の効率
化を図る。

マイナポータル５レス 情報公開
その他

市ウェブ
ページ

・証明書コンビニ交付サービスについて
・マイナポータルを通したオンラインによる転出届・転入（転居）予約について
・各種証明書がオンラインで請求できるようになりました

・コンビニ交付件数　 100,000件/年
　　※2022年度時点の目標値は30,000件/年

・引越しﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ取扱件数
　　　　　　　　　 　  2,500件/年
・オンライン決済取扱件数
　　　　　　　　　　　 2,000件/年
　　※2022年度時点の目標値は300件/年

（2021年度末時点の現況値）
・コンビニ交付件数　 26,171件/年
（2022年度末時点の現況値）
・引越しﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ取扱件数
　　　　　　　　　 　   920件/年
・オンライン決済取扱件数  5件/年

引越しワンストップサービス
の提供

証明書コンビニ交付サービス
の提供

オンライン申請サービスの利
便性向上

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

システムの運用・交付種別の拡充

運用準備・システム改修 サービス開始・事業周知

マイナンバーカードを利用したオンライン申請の運用・申請種別の拡充

オンライン決済の運用開始

17.8

SDGｓ

除籍謄抄本等の申請開始

住民票記載事項証明書交付開始

非住民の戸籍謄抄本交付開始

住民異動届のオンライン化を国に要望

オンライン出生届



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑤ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 窓口業務のオンライン化推進事業 市民課

17.8

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

▼証明書コンビニ交付件数：42,182件〈前年度比：16,011件増〉
　うち、証明書自動交付機交付件数：1,666件〈前年度比：615件増〉
（取扱証明書：住民票の写し・印鑑登録証明書・戸籍証明書・戸籍の附票の写し・所得課税証明書）

▼引越しワンストップサービス取扱件数：920件〈2023年2月6日から運用開始〉
（取扱届出：転出届・転入予約・転居予約）

▼オンライン申請・決済取扱件数：5件〈2023年3月23日から運用開始〉
（取扱証明書：住民票の写し・戸籍証明書・戸籍の附票の写し・身分証明書・独身証明書）

●コンビニ交付件数が当面の目標値を達成したことから、更に
高い目標値を設定した。
 
●証明書コンビニ交付件数は、利用範囲の拡大、マイナンバー
カードの普及等により、前年度比で約1.6倍増加した。今後も
サービス拡充により、さらなる利用拡大を図る。

●昨年度に引越しワンストップサービス及び電子決済を開始
し、今後も申請可能な範囲を拡大する計画としたことから、さ
らに市民の利便性の向上を図る。

▼証明書コンビニ交付件数：69,940件〈前年度比：27,758件増〉
　うち、証明書自動交付機交付件数：2,704件〈前年度比：1,038件増〉
（取扱証明書：住民票の写し・印鑑登録証明書・戸籍証明書・戸籍の附票の写し・所得課税証明書）

▼引越しワンストップサービス取扱件数：2,717件〈2023年2月6日から運用開始〉
（取扱届出：転出届・転入予約・転居予約）

▼オンライン申請・決済取扱件数：770件〈2023年3月23日から運用開始、2023年7月19日拡充〉
（取扱証明書：住民票の写し・戸籍証明書・戸籍の附票の写し・身分証明書・独身証明書・除籍証明書・改
製原戸籍証明書・戸籍の附票の除票・改製原附票・住民票の除票・改製原住民票）

●オンライン申請・決済取扱件数が当面の目標値を達成したこ
とから、更に高い目標値を設定した。

●証明書コンビニ交付件数は、マイナンバーカードの普及や本
サービスの周知、非住民の戸籍証明書が発行可能とするシステ
ム改修等により、前年度比で約1.7倍増加した。今後もサービス
の更なる周知を図り、さらなる利用拡大を図る。

●マイナンバーカードを利用し、引越しワンストップサービ
ス、オンライン決済による各種証明書の請求も徐々に浸透して
いることから、更なる周知を図り、市民の利便性の向上に繋が
る取組みを検討し継続して実施する。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑥ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 市税電子申告の推進 市民税課

事業概要 目指す姿（目標）

　社団法人地方税電子化協議会（現・地方税共同機構）の設立に伴い、eLTAX（地方税電子申告サービス）によ
る電子申告環境が整備されたことから、本市においても、平成23年12月からインターネットを利用した、法人市
民税、固定資産税（償却資産）及び事業所税の電子申告、個人市県民税に係る給与支払報告書の受付などを開始
した。
　電子申告の利用拡大により、納税者の利便性を高めることによる市民サービスの向上を図るとともに、市税の
受付・入力事務の省力化・効率化を進めていく。

　電子申告の利用拡大に努め、市税の申告受付、入力事務の省
力化を図るとともに、納税者の利便性向上や、事務手続の効率
化を行い市民サービスの向上を図る。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・税金

取組内容 2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・2025年度の年間電子申告利用率
　65.0％

（2021年度末時点の現況値）
・2021年度の年間電子申告利用率
　58.0％

電子申告の推進【入湯税】

電子申告の推進【個人市民税】

電子申告の推進【法人市民税】

電子申告の推進【固定資産税】

電子申告の推進【たばこ税】

電子申告の推進【事業所税】

各種手引き送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼

申告書送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼

申告書送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼

申告書送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼

17.1

SDGｓ

申告書送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼

申告書送付時の啓発・市ウェブサイト及び広報誌等による啓発・東北税理士会郡山支部への勧奨依頼



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑥ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 市税電子申告の推進 市民税課

17.1

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

■2022年度実績（電子申告件数／総申告件数　利用率）
　・個人市民税　　15,006／28,043件　53.5%
　　（給与支払報告書提出のみ）
　・法人市民税　　12,865／15,809件　81.4％
　・固定資産税　　 6,231／13,820件  45.1％
　　（償却資産）
  ・事業所税　　　　　300／1,021件　29.4％

・各電子申告の周知を図り、申告率は年々増加しているが、特
に給与支払報告書の電子化未対応の大口事業者に対して、電子
申告の勧奨通知を送付し、電子申告の推進を図る。
・併せて地方税共同機構が全項目申告に向けて順次対応を進め
ており、本年度中に導入されるたばこ税、ゴルフ場利用税、入
湯税の電子申告へ対応し、電子申告の順次拡大を進める。

■2023年度実績（電子申告件数／総申告件数　利用率）
　・個人市民税　　16,068／28,173件　57.0%
　　（給与支払報告書提出のみ）
　・法人市民税　　13,177／15,869件　83.0％
　・固定資産税　　 6,490／13,756件  47.2％
　　（償却資産）
  ・事業所税　　　　　333／1,016件　32.8％
　・たばこ税           1／  100件　 1.0％
　・入湯税　　　　　　 12／  576件   2.1％

・各電子申告の申告率は増加しているため、引き続き、電子申
告の干渉通知の送付等による電子申告の推進を図る。
・併せて2023年度から導入されたたばこ税、入湯税の電子申告
については、利用率が低いことから、電子申告の周知を図り、
利用の順次拡大を進める。

進
捗
状
況



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑦ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 河川台帳の電子化 河川課

事業概要 目指す姿（目標）

　昨今の浸水被害や防災に関する市民ニーズの高度化に対応し、限られた予算と人員体制のもとで「安心・安
全」を持続的に確保し、危機対応力の向上、更には河川の利活用を支援していくためのツールとして河川台帳の
電子化を図る。

　河川管理の抱える課題である、管理水準の持続的な確保・老
朽化施設の増大・管理業務の効率化・管理技術の継承等につい
て、より効果的な手段を講じる。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

〈2025年度末目標〉
・準用河川電子化率　100.0%

（2021年度末時点の現況値）
・河川台帳電子化延長　10.4km
　準用河川電子化率　　25.0％

データ整備
（既存台帳の電子化)
ＧＩＳ搭載

UAV測量
（３Ⅾ測量データ及び３次元
点群解析）

３Ｄビューアシステム構築・
運用
（管理システム）

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

実績 計画の見直し

労務費単価が平均５％上がったことにより、計画していた整備距離10.05kmから11％足りない
8.95kmとなった。足りなかった1.1ｋｍは令和５年度以降に整備する。

2023年度もさらに労務費単価が５％上がったことから、準用河
川整備計画を2024年まで延伸し完了させ、その後に普通河川の
整備に移行する。
同時に、改修工事等で、変化した部分の台帳更新作業をおこ
なっていく。

計画通り、7.6ｋｍを整備した。

計画通り進捗しているため、2024年度は2.4㎞の整備をおこな
い、準用河川整備計画を2024年まで延伸し完了させる。
その後、改修工事等箇所があった準用河川の、台帳データ修正
作業をおこなっていく。

ＵＡＶ測量 L=8.95km         
準用河川
ＵＡＶ測量 L=2.40km         ＵＡＶ測量 L=7.60km         

データ整備 L=8.95km         データ整備 L=2.40km データ修正 L=2.00kmデータ整備 L=7.60km         

準用河川 準用河川

11.5/11.6

SDGｓ

３Ｄビューアシステム構築（2020年度構築済）・運用



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項３　行政サービスのデジタル化

⑧ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

●ＡＩによる認定調査票の整合性チェックを行った。

（2022年度末時点の現況値）
・平均処理日数　36.25日
（要介護認定申請件数 18,524件　うち調査件数　8,663件）
　参考値：2021年度末時点の要介護認定申請件数　15,445件　うち調査件数　7,974件

2020年度から、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、要介護認定において調査を行わず有効期間の延長を可能と
する臨時的取り扱いを行ってきたため、申請件数に比較して調
査件数が大幅に少なかった。この取り扱いについては、2023年
度からは部分的な取り扱いとなり、2023年度末で終了の見込み
であることから、当該年度から調査件数は大きく増加する見込
みである。調査件数の多寡は認定処理に要する業務量と時間に
大きく影響することから、2023年度以降の実績値については、
このことに留意する必要がある。

●ＡＩによる認定調査票の整合性チェックを行った。

（2023年度末時点の現況値）
・平均処理日数　53.08日
（要介護認定申請件数 17,261件　うち調査件数　13,161件）

2020年度から行っていた臨時的取り扱いについては、2023年度
からは部分的なものとなり、2023年度末で終了した。2023年度
から調査件数が大きく増加したことに伴い、処理日数が増加し
た。2024年度以降の実績値についても、臨時的取り扱い終了に
よる影響を留意する必要がある。

進
捗
状
況

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・申請から30日以内に認定する

（2021年度末時点の現況値）
・平均処理日数　35.7日
（要介護認定申請件数 15,445件）

ＡＩシステムの運用
(全国初。2021年3月1日から本格稼働)

事業概要 目指す姿（目標）

　要介護認定は、対象者の心身の状態等を調査し、その結果を一次判定（コンピュータ判定）にかけ、一次判定
の結果と主治医からの意見書をもとに介護認定審査会で最終的な介護度が審査・判定される仕組みになってい
る。調査項目は全部で74項目にも及び、調査結果は概況調査票・基本調査票・特記事項にまとめられる。
　この調査票の整合性チェックは、これまで人の目のみによって行われてきたが、作業量が膨大で、職員にとっ
てとても負担の大きい事務であった。この作業にＡＩの自然言語処理技術を適用し、事務の効率化を図ろうとす
るものである。

・申請から認定になるまでの期間の短縮
・事務の効率化による生産性の向上と働き方改革の実現
・認定精度の向上（処理する人によって生じるバラつきの解
消）

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 ＡＩによる要介護認定業務効率化 介護保険課

ＡＩシステムの運用

3.8

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

① 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 人材育成の推進 人事課

事業概要 目指す姿（目標）

　郡山市人財育成基本方針に基づき、階層別研修や専門研修はもとより、自己啓発や派遣研修等を実施し、地方
公務員としての資質向上を図る。
　事務事業の実施に当たっては、職員の能力向上はもとより、多様化、複雑化する市民ニーズに対応できる人材
を育成するため、研修内容や講師の見直しを毎年行うこととし、見直しの件数及び受講者満足度を指標値として
評価する。

　職員自らの学ぶ意識を醸成するため、適宜、自己啓発メ
ニューのスクラップ＆ビルドを行い、ニーズに即した環境づく
りを推進する。また、多様化、複雑化する市民ニーズに対応で
きる人材育成を目的に階層別研修及び専門研修の研修内容や講
師の見直しを継続して行い、研修内容の充実を図るとともに受
講者満足度の高い研修を実施する。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・郡山市人財育成基本方針

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・自己啓発助成制度利用件数 95件/
年
・研修受講者満足度 85％以上を維持

（2021年度末時点の現況値）
・自己啓発助成制度利用件数 60件
・研修受講者満足度 89.4％

自己啓発助成メニューの見直
し

人財育成基本方針の改定検討

職場外研修の実施（階層別研
修、専門研修、派遣研修）

採用・任用形態の変遷等を踏まえた方針の改定検討・研修の構築

随時見直し（資格取得助成制度の助成対象資格の拡充等）

毎年度、研修内容の見直し

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

① 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 人材育成の推進 人事課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

▼自己啓発受講者数計  61件　　　　　　　　　　▼階層別研修及び専門研修に係る受講者満足度　90.2%
　【対象メニュー】           　　　　　　　　  ※2020年度　88.8％、2021年度　89.4％
　・資格取得助成・・・・・・46資格
　・通信講座助成・・・・・ 131講座　　　　　　▼自己啓発
　・通学講座助成・・・・・・15講座　　　　　　　通信講座のスクラップ＆ビルドを実施。
　・大学等修学費用助成
　・自主研究グループ助成
　・ｅ－ラーニング・・・・・ 3講座

▼階層別研修及び専門研修
　行政課題に合わせた研修の見直しを図り、新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点からオンラインの活用を継続し
つつ、より研修効果が高まるものについては対面の集合研修形式とするなどして高い受講者満足度を維持した。

▼加速化的ＤＸ推進を目指した「デジタル人材の育成」
　国の「自治体ＤＸ推進計画」の計画期間が令和７年度までとされている中、
地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成推進のための地方財政措置が
創設されたことから、当該財源を有効かつ最大限に活用し、令和５年度から令
和７年度までをデジタル人材育成の強化期間と位置づけ、更なるＤＸ推進に資
するための人材育成に努める。（ＩＴパスポート試験合格総合対策研修の計画
的な実施等）

▼女性活躍推進研修
　研修内容を見直し、講演会として実施することで、管理職として働くことへ
の意識改革を図る。

▼自己啓発受講者数計  64件　　　　　　　　　　▼階層別研修及び専門研修に係る受講者満足度　89.0%
　【対象メニュー】           　　　　　　　　  ※2020年度　88.8％、2021年度　89.4％、2022年度　90.2％
　・資格取得助成・・・・・・49資格
　・通信講座助成・・・・・ 133講座　　　　　　▼自己啓発
　・通学講座助成・・・・・・10講座　　　　　　　通信講座のスクラップ＆ビルドを実施。
　・大学等修学費用助成
　・自主研究グループ助成
　・ｅ－ラーニング・・・・・ 3講座

▼階層別研修及び専門研修
　行政課題に合わせた研修の見直しを図り、コロナ禍で2022年度には行わなかった研修を2023年度に再開し、集合とオン
ラインを混ぜ合わせたハイブリッドな研修を実施するなどして高い受講者満足度を維持した。

▼加速化的ＤＸ推進を目指した「デジタル人材の育成」
　国の「自治体ＤＸ推進計画」の計画期間が令和７年度までとされている中、
地方公共団体におけるデジタル人材の確保・育成推進のための地方財政措置が
創設されたことから、当該財源を有効かつ最大限に活用し、令和５年度から令
和７年度までをデジタル人材育成の強化期間と位置づけ、更なるＤＸ推進に資
するための人材育成に努める。（ＩＴパスポート試験合格総合対策研修の計画
的な実施等）

▼新任係長研修
　ふくしま自治研修センターで毎年実施する研修に加え、「係長職」として係
内の事務ミス防止とチェック機能強化を図るため、内部講師による研修を実施
する。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

② 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

人事評価全般　＜人事課＞

人事評価結果に基づく昇給制度の実施　＜人事課・上下水道局総務課＞

・研修を通した評価精度の向上
　（研修受講率）100％
・制度理解度　95％以上を維持

（2021年度末時点の現況値）
・研修受講率　100％
・制度理解度　99％

業績評価・能力評価の実施

適正な人事評価・人材育成の
ための検討

評価者研修・被評価者研修

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 人事評価制度による人材の育成
人事課
上下水道局総務課

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

事業概要 目指す姿（目標）

　平成26年の地方公務員法改正に伴い、本市においては平成28年度から能力評価と業績評価の２本立てによる人
事評価制度を導入しているが、被評価者及び評価者を対象とする研修等を通して、当該制度への理解と円滑な運
用を図る。また、期首面談から期末面談に至る人事評価のプロセスを通して、被評価者はもとより、評価者であ
る管理職の組織マネジメント能力の向上を図りながら、能力本位の任用、勤務成績を反映した給与など適正な人
事管理の基礎となる活用を図る。

　職員がその職務を遂行する過程で発揮した能力及び挙げた実
績が適正に評価され、職員の主体的な職務の遂行と高い能力を
持った人材の育成に寄与する。また、人事評価の結果を基に、
能力・実績に基づく人事管理を行うことで、組織全体の士気が
高揚し、公務能率の向上、ひいては市民サービスの向上が図ら
れる。

人事評価結果の定期昇給への反映
人事評価結果に基づく昇給制
度の実施

適正な評価の在り方についての検討

人事評価の実施人事評価の実施

評価者研修（２回）

人事評価の実施 人事評価の実施

被評価者研修（１回）

評価者研修（２回）

被評価者研修（１回）

評価者研修（２回）

被評価者研修（１回）

評価者研修（２回）

被評価者研修（１回）

人事評価結果に基づく昇給制度の実施に向け、調査、研究、例規整備、職員団体(労働組合)との交渉

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

② 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 人事評価制度による人材の育成
人事課
上下水道局総務課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

実績 計画の見直し

▼人事評価制度研修会の開催
　・被評価者研修（新規採用職員、再任用職員等）・・・計１回開催　受講者数 186名（映像研
修）
　・評価者研修（課長職以上及び保育所長）・・・・・・計２回開催　受講者数 213名（１回：
映像研修40名（新任）、２回：映像研修173名（全評価者））

▼人事評価の実施　1.958名
▼人事評価の円滑な実施を図るため、被評価者研修及び評価者研修を計3回実施し、制度につい
ての周知に努めた。
▼人事評価実施後に、全職員対象のアンケート調査を実施し、意見を集約した。次年度以降の人
事評価制度説明書の見直しを図った。

※2022年度の人事評価結果及び職員アンケートの結果等を参考
に、次年度以降の人事評価制度説明書及び様式等の見直しを行
う。

※被評価者及び評価者を対象とした研修を継続して実施し、制
度への理解を深めてもらうとともに、評価スキルの向上を図
る。

※令和６年度からの新人事給与システムの運用開始に伴い、更
なるデータ集約の効率化を図るとともに、評価者・被評価者が
使用しやすいシステム構築を図る。

▼人事評価制度研修会の開催
　・被評価者研修（新規採用職員、再任用職員等）・・・計１回開催　受講者数 185名（映像研
修）
　・評価者研修（課長職以上及び保育所長）・・・・・・計２回開催　受講者数 196名（１回：
映像研修25名（新任）、２回：映像研修171名（全評価者））

▼人事評価の実施　1,963名
▼人事評価の円滑な実施を図るため、被評価者研修及び評価者研修を計3回実施し、制度につい
ての周知に努めた。
▼人事評価実施後に、全職員対象のアンケート調査を実施し、意見を集約した。次年度以降の人
事評価制度説明書の見直しを図った。

※2023年度の人事評価結果及び職員アンケートの結果等を参考
に、次年度以降の人事評価制度説明書及び様式等の見直しを行
う。

※被評価者及び評価者を対象とした研修を継続して実施し、制
度への理解を深めてもらうとともに、評価スキルの向上を図
る。人事評価結果が将来的に昇給へ反映されることを考慮し、
全評価者を対象に集合による研修を実施する。

※令和６年度からの新人事給与システムの運用開始に伴い、更
なるデータ集約の効率化を図るとともに、評価者・被評価者が
使用しやすいシステム構築を図る。

進
捗
状
況



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

③ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

事業概要 目指す姿（目標）

　住民生活を直視し、新しい発想のもと知恵と工夫を活かした実効性のある施策の調査研究を行うとともに、こ
おりやま広域圏の若手職員の政策形成能力の向上に資するこおりやま広域圏チャレンジ「新発想」研究塾（以下
｢研究塾｣という。）を設置する。
　調査研究事項は、自主的・自立的なまちづくりのための取組、先導性・モデル性のある取組、その他こおりや
ま広域圏が解決すべき課題への取組などである。調査研究や先進地視察等の成果を、報告会にて市長に政策提言
を行い、政策提言の内容について各課で広域連携による事業化の検討を行う。

・住民ニーズを的確に捉え、地域の魅力を高めた住民満足度の
高いまちづくりを実現する。
・若手職員の政策形成能力を向上させる。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ こおりやま広域圏チャレンジ「新発想」研究塾　など

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 若手職員政策形成能力の強化 政策開発課

ⅰ政策形成能力向上に向け、参加した自
治体数　17自治体/年度
ⅱ政策提言数　2件/年度
ⅲ政策提言による事業化数　1件/年度

（2021年度末時点の現況値）
ⅰ 8自治体　 ⅱ 8件 　ⅲ 1件政策提言による事業化

調査・研究実施 研究塾の実施（討議・先進地視察・報告会等）

17.17

SDGｓ

提言事業化に向けた関係部署・市町村との調整



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

③ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 若手職員政策形成能力の強化 政策開発課

17.17

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

i参加自治体数：参加自治体を増加させるため、塾生や事務担当者の負担軽減を図るため、「リ
サーチ編」のみの実施とするとともに、討議回数を週１回程度とする原則を廃止した。
→10自治体
ii政策提言数：提言が積極的に出るよう、研究テーマを予め示す方法を改め、テーマの選定から
塾生が決定するよう自主性を重んじた。→8件
iii政策提言による事業化数：広域圏自治体や関係部署に定期的な進捗確認を行っており、引き
続き事業化に向けた検討を進めていく。→2件

2023年度～2025年度において、i,iiiの目標値を達成するため
の改善策
i:意欲的な若手職員やそれを応援する所属は存在することか
ら、募集方法など工夫し事業につなげていきたい。
iii:提言の事業化を意識した事業進行を進め、参加者の意欲向
上につなげていきたい。

i参加自治体数：計画値を下回った。一方、参加人数は前回よりも増加し、特に職場推薦ではな
く自主的に参加した職員が急増した。→８自治体
ii政策提言数：大きなテーマをもとにそれを実現するための各種事業を提案できるよう、進捗に
応じた支援を行った。→13件
iii政策提言による事業化数：調査研究の段階から研究生には事業化を見据えたまとめ方を促し
ていた。→６件

2023年度～2025年度において、i,iiiの目標値を達成するため
の改善策
・若い感性による政策提言に留まらず、若手職員の人材育成・
人脈形成の観点から参加自治体から高い評価を得ている。
・不参加自治体からは「参加できる環境が整っていなかった」
「職員や業務への負担」といった意見が寄せられた。
・視察協力や途中経過を各自治体に共有するなど、様々な場面
で各自治体が当該事業に触れ理解してもらえるような工夫をし
ていきたい。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

④ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 技術力の向上 契約検査課

事業概要 目指す姿（目標）

　公共工事等に対する様々な市民要望への対応等、技術系職員に求められる能力が複雑・多様化していることか
ら、的確に業務を遂行できるよう技術系職員の育成や意識改革を図るため、工事現場における研修及び業務に関
する根拠法令等の研修を実施する。なお、研修はテレビ会議システム・リモート及び動画視聴等のICTを活用し
て実施する。

　技術系職員の基本的な対応及び技術力の向上を図り、設計・
積算・監督業務のスキルアップを行う。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

・研修回数　８回／年
・受講者数　280名／年

（2021年度末時点の現況値）
・研修回数　５回／年
・受講者数　111名／年

現場における施工・安全・品質管
理及び新技術の導入等の工事監理
に関する研修

積算システム及びCADシステムの
操作、積算基準等に関する設計業
務に関する研修

新たな業務や技術職員としてのス
キルアップを目的とした研修

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

4.4/17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

④ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 技術力の向上 契約検査課

4.4/17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●対面研修の他にリモートやテレビ会議システム及び動画視聴等の研修を活用
●技術職員向け研修回数→９回／年、受講者数261人／年
●研修内訳
　・設計業務に関する研修　　　３回（194人）
　・工事監理に係る研修　　　　５回（ 64人）
　・技術職員スキルアップ研修　１回（  3人）

●技術系職員の業務推進能力の向上を図る必要があるため、対
面研修と動画視聴研修の両方式を取り入れながら継続して事業
を実施する。

●PPP/PFIの推進に向けた設計・建設モニタリング機能の強化や
建設工事におけるＤＸなど、技術職員としての新たな業務やス
キルアップを目的とした研修内容について検討を進める。

●対面研修の他にリモートやテレビ会議システム及び動画視聴等の研修を活用
●技術職員向け研修回数→12回／年、受講者数271人／年
●研修内訳
　・設計業務に関する研修　　　６回（ 39人）
　・工事監理に係る研修　　　　５回（226人）
　・技術職員スキルアップ研修　１回（  6人）

●技術系職員の業務推進能力の向上を図る必要があるため、対
面研修と動画視聴研修の両方式を取り入れながら継続して事業
を実施する。

●建設行政の課題である担い手育成に対応するため、デジタル
技術やデータを効果的に活用し、業務とそのプロセスを変革
し、新たな価値の創出を目指す必要があるため、技術職員とし
ての新たな業務（遠隔臨場、ＡＳＰ等）やスキルアップ（３次
元ＣＡＤ等）を目的とした研修内容について検討を進める。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑤ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 上下水道技術の継承 上下水道局総務課

取組内容
行動計画

事業概要 目指す姿（目標）

　上下水道技術に係る各種研修を実施し、局職員及び圏域自治体間でノウハウ等の共有を図る。
　本事業（研修）は、平成23年度より継続して水道技術の研修を実施しており、平成29年度から上下水道局の統
合に伴い、上下水道技術の研修を実施している。また、令和元年度から圏域内職員を対象とした技術研修を行っ
ている。

　研修を通じて局及び圏域自治体職員の技術力の向上を図る。
また、局及び各圏域自治体職員の設計積算・工事監督業務の課
題等について、情報交換を行うことで、さらなる技術水準の向
上を目指す。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

ⅱ研修の圏域自治体等への横
展開

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

ⅰ参加者の意欲を高めるため
の仕掛け作り ⅰ受講者全員へアンケートを実施し意欲の度

合いを判断する。
ⅱ合同研修を実施した件数　３件
ⅲ新たな研修を実施した件数　３件

（2021年度末時点の現況値）
ⅰ　-
ⅱ１件（電子媒体による研修）
ⅲ０件ⅲ参加者の活発化を図るため

の仕掛け作り

〇〇

受講者アンケートを実施する等、充実化に向けた研修内容の検討を行う。

ICTによる情報共有等により研修対象者の拡大を図る。（本庁職員、上下水道協会及び組合等の参加）

全国の上下水道技術展示会等に参加し、新技術の動向、新基準改正及び喫緊の課題等の新たな研修項目の検討を行う。

6.1/6.6

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑤ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 上下水道技術の継承 上下水道局総務課

6.1/6.6

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

① 目標達成のため取り組んだ内容
　ⅰ参加者の意欲を高めるための仕掛け作り　１件（電子媒体による現場視察研修）
　ⅱ研修の圏域自治体等への横展開　　　　　１件（電子媒体による現場視察研修）

② ①を踏まえた結果（実績）
　下水道現場視察研修
　日　時：令和５年３月３日から３月27日までの期間に実施
　場　所：各パソコン端末等
　内　容：本市上下水道局動画視聴研修（DVD、石塚貯留管築造工事）
　参加者：本市及び各市町村（下水道担当部署）の関係職員等　計147名
　　　　　本市上下水道局 93名、本市 39名、広域 15名
　　　　　(二本松市３名、本宮市５名、猪苗代町１名、鏡石町１名、磐梯町３名、天栄村２名)

●コロナ禍を改革の契機とし、主に電子媒体による代替の研修
（動画視聴等）を積極的に実施することができた。併せて今後
は、喫緊の課題等の新たな研修の実施も予定されており、参加
者の活発化を図られると考えられる。

●当該事業は、本市のみならず上下水道協会及び組合及び近隣
市町村等とも合同で実施し、広域的な観点からその果たすべき
役割は大きいものと思料されるため、引き続き、研修の圏域自
治体等への横展開を実施していく。

●参加者の意欲を高めるために、対面での講習会を再開して、実技研修（下水道管内ドローン研
修会）や現場見学研修（農業集落排水処理施設維持管理研修会）で新たな研修を実施→２回

●研修の横展開として、圏域自治体や維持管理業者等と合同で実施
・下水道管内ドローン研修会
　参加者８４名（局２２名、市長部局１３名、こおりやま広域圏１名、設計・施工業者等４８
名）
・農業集落排水処理施設維持管理研修会
　参加者３３名（局１３名、市長部局２名、こおりやま広域圏３名、維持管理業者１５名）

●対面での講習会を再開することで、災害対応研修（応急給水
活動訓練、耐震性貯水槽操作訓練等）を実技研修で実施する。

●電子媒体での研修（動画視聴等）が可能なものは、引き続き
電子媒体での研修を継続することで、参加者の負担が少なく参
加しやすい研修も実施していく。

●能登半島地震に伴う水道施設応急復旧活動報告として、こお
りやま広域圏に参加を呼びかけて実施する。また、設計・施工
一括発注方式(簡易ＤＢ)事例紹介として、こおりやま広域圏や
管工事協同組合に参加を呼びかけて実施する。引き続き、研修
の圏域自治体等への横展開を実施していく。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑥ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇 〇 〇 〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 多様な働き方による働きやすい職場の実現 人事課

事業概要 目指す姿（目標）

　特定事業主行動計画に基づき、ワーク・フォー・ライフの推進や個々の職員のライフステージに応じた仕事と
家庭の両立、キャリアデザインの形成を推進し、誰もが健康で働きやすく、職員のエンゲージメント(働きがい
や意欲、組織への愛着)を高めることができる職場環境の実現を図る。

　個性が輝き活き活き働く「職員総活躍」の職場を目指す。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ ・郡山市特定事業主行動計画

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

・多様な働き方ができる職場だと感
じる職員の割合　70％以上

・1週間以上の育児休業を取得する男
性職員の割合　85%以上

（2021年度末時点の現況値）
・多様な働き方ができる職場だと感
じる職員の割合　57%
・1週間以上の育児休業を取得する男
性職員の割合　20.6%
　※職員アンケートの結果

各種休暇・休業制度の周知徹
底

テレワーク推進、時差勤務の
推進など多様な働き方の推進

男性の育児参加推進

テレワークデイズへの参加、テレワーク推進月間における周知、その他、各課の取り組みなどの共有

パパママ応援手帳の周知、仕事・子育て両立プランシートの作成の徹底、事例紹介などを行い、育児参加を促進する

職場環境づくりの実施

庶務担当者テキスト、庶務事務システム、パパママ応援手帳など、あらゆる手段を講じて、休暇・休業制度の継続的

な情報発信

17.14

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑥ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 多様な働き方による働きやすい職場の実現 人事課

17.14

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

●テレワークの服務規程化
（多様な働き方ができる職場だと感じる職員の割合：59％）※2022年度職員アンケートの結果
●職員の育児休業の取得を応援するポスターの作成
（男性職員の育休取得率：2022年度 42.9％）※前年度比 21.7％増

●男性職員の育児休業取得率について、国の目標値引上げに準
じ、特定事業主行動計画の数値目標を改訂予定。さらなる取得
率促進のため、周知・啓発に取り組む。

●育児休業サポート職員の任用　１名（配置：１所属）
（短期間での育児休業を取得する職員の代替として会計年度任用職員を任用し、育児休業を取得
しやすい職場環境を整備。）
●女性活躍推進講演会の開催
　（本市の女性管理職４名が講演を行い、職員が身近なロールモデルからキャリアデザインをイ
メージする機会とした。）
●多様な働き方ができる職場だと感じる職員の割合　54％　※2023年度職員アンケートの結果
●育児休業を取得する男性職員の割合　2023年度の実績値　42.9％

●特定事業主行動計画の2025年度の数値目標（男性職員の育児
休業取得率）について、国の目標値引上げに準じ、「取得率：
30％以上」から「1週間以上の取得率：85％以上」に改訂したた
め、目標値を引上げした。
※計画改訂前の育児休業も全て１週間以上取得している。



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑦ 所管課

カウンターキャッシュ ペーパー ファイル ムーブ 市ウェブサイト

〇

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 職員の健康保持増進 職員厚生課

事業概要 目指す姿（目標）

　職員が健康で充実した生活を送りながら、その能力を十分に発揮できるよう、定期健康診断・人間ドックや精
密検査の受診を勧奨するとともに、ストレスチェックの結果、高ストレス判定となった職員に対するサポート等
を充実し、心と体の健康の保持増進を図る。

　全ての対象職員が、病気を早期に発見し、早期治療につなげ
るため、毎年、定期健康診断又は人間ドックを受診するととも
に、要精密検査となった場合、必ず検査を受検する。
　また、職員自身のストレスへの気付きやその対処の支援、職
場環境の改善を通じて、メンタルヘルス不調となることを未然
に防止し、ストレスのない良好な職場環境の実現を図る。

５レス 情報公開

その他
市ウェブ
ページ

・定期健康診断・人間ドックの受診
率　100.0％
・精密検査の受診率　100.0％

（2021年度末時点の現況値）
・定期健康診断・人間ドックの受診
率　97.1％
・精密検査の受診率　50.8％

精密検査の受診勧奨

定期健康診断・人間ドックの
受診勧奨

高ストレス職員へのサポート

取組内容
行動計画

2025年度末までの目標値
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度） 2025年度（令和７年度）

未受検者に対し、個別に受診勧奨、庁内広報紙「安全衛生だより」で定期健康診断等の必要性を周知

医師、臨床心理士等による個別相談

未受検者に対し、個別に受診勧奨、庁内広報紙「安全衛生だより」で検査の重要性を周知

17.14/17.17

SDGｓ



重点推進目標１　機能的な行政運営の構築

取組事項４　人財育成と働きやすい組織づくり

⑦ 所管課

郡山市行財政改革大綱2022　実施計画

実施計画名 職員の健康保持増進 職員厚生課

17.14/17.17

SDGｓ

年度

2022年度

2023年度

進
捗
状
況

実績 計画の見直し

【定期健康診断・人間ドックの受診勧奨】
・定期健康診断・人間ドックの受診率：97.8％　・安全衛生だより（6月号、1月号）にて周知
【精密検査の受診勧奨】
・精密検査の受診率（内科総合判定で要精密検査と該当した者）：59.0％
・安全衛生だより（9月号、11月号）にて周知
【高ストレス職員へのサポート】
・医師面接：28名　・心理士面談：2名　・保健師面談：2名

　定期健康診断・人間ドックの受診率及び精密検査の受診率に
ついては2021年度に比べ全て受診率が向上しているが、病気の
早期発見・早期治療につなげるよう引き続き受診勧奨の取り組
みを継続する。

【定期健康診断・人間ドックの受診勧奨】
・定期健康診断・人間ドックの受診率：98.6％　・安全衛生だより（6月号、12月号）にて周知
【精密検査の受診勧奨】
・精密検査の受診率（内科総合判定で要精密検査と該当した者）：56.9％
・安全衛生だより（12月号、3月号）にて周知
【高ストレス職員へのサポート】
・医師面接：26名　・心理士面談：3名　・保健師面談：1名

定期健康診断・人間ドックの受診率は前年度に比べて向上して
いるが、精密検査の受診率については低下している。病気の早
期発見・早期治療につなげるよう、引き続き受診勧奨の取り組
みを継続する。
高ストレス職員を含めたメンタルヘルス不調を抱える職員に対
しては、従来のサポート体制に加え、従業員支援プログラム
（ＥＡＰ）の利用を積極的に勧め、不調の早期解消を図る。


